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(57)【要約】
本発明の好ましい側面は、重量％で、Ｃ：０．４０～０
．６０％、Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以
下（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０％を含む）
、Ｓ：０．００４％以下（０％を含む）、Ａｌ：０．０
４％以下（０％を除く）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を
除く）、Ｍｏ：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０
．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のうち１種又
は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以上、Ｔｉ：０．０４％
以下（０％を除く）、Ｂ：０．００５％以下（０％を除
く）、Ｎ：０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ
及びその他の不純物を含み、合金元素が下記関係式１及
び２を満たし、微細組織は、体積％で、７％以上のフェ
ライト及び９３％以下のパーライトを含む超高強度熱延
鋼板、これを用いた鋼管、部材、及びこれらの製造方法
を提供する。
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下
（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０％を含む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含
む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ
：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のう
ち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以上、Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ
：０．００５％以下（０％を除く）、Ｎ：０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及
びその他の不純物を含み、合金元素が下記関係式１及び２を満たし、微細組織は、体積％
で、７～３０％のフェライト及び７０～９３％のパーライトを含む、超高強度熱延鋼板。
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
【請求項２】
　前記熱延鋼板は、６００～１０００ＭＰａの引張強度を有するものである、請求項１に
記載の超高強度熱延鋼板。
【請求項３】
　重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下
（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０％を含む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含
む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ
：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のう
ち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以上、Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ
：０．００５％以下（０％を除く）、Ｎ：０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及
びその他の不純物を含み、合金元素が下記関係式１及び２を満たす鋼スラブを１１５０～
１３００℃の温度範囲に加熱する段階と、
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
　前記加熱されたスラブをＡｒ３温度以上で粗圧延及び仕上げ圧延を含む熱間圧延を行っ
て熱延鋼板を得る段階と、
　前記熱延鋼板をランアウトテーブルで冷却して５５０～７５０℃の温度で巻き取る段階
と、を含む、超高強度熱延鋼板の製造方法。
【請求項４】
　前記熱延鋼板を酸洗処理して熱延酸洗鋼板を得る段階をさらに含む、請求項４に記載の
超高強度熱延鋼板の製造方法。
【請求項５】
　重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下
（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０％を含む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含
む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ
：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のう
ち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以上、Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ
：０．００５％以下（０％を除く）、Ｎ：０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及
びその他の不純物を含み、合金元素が下記関係式１及び２を満たし、微細組織は、体積％
で、７～６０％のフェライト及び４０～９３％のパーライトを含む、鋼管。
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
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【請求項６】
　重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下
（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０％を含む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含
む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ
：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のう
ち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以上、Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ
：０．００５％以下（０％を除く）、Ｎ：０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及
びその他の不純物を含み、合金元素が下記関係式１及び２を満たす鋼スラブを１１５０～
１３００℃の温度範囲に加熱する段階と、
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
　前記加熱されたスラブをＡｒ３温度以上で粗圧延及び仕上げ圧延を含む熱間圧延を行っ
て熱延鋼板を得る段階と、
　前記熱延鋼板をランアウトテーブルで冷却して５５０～７５０℃の温度で巻き取る段階
と、
　前記熱延鋼板を溶接して鋼管を得る段階と、
　前記鋼管を焼鈍熱処理する段階と、を含む、鋼管の製造方法。
【請求項７】
　前記焼鈍熱処理段階の後に引き抜く段階をさらに含む、請求項６に記載の鋼管の製造方
法。
【請求項８】
　前記鋼管の焼鈍熱処理は、Ａｃ１－５０℃～Ａｃ３＋１５０℃の温度で３～６０分間行
われるものである、請求項６又は７に記載の鋼管の製造方法。
【請求項９】
　重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下
（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０％を含む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含
む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ
：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のう
ち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以上、Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ
：０．００５％以下（０％を除く）、Ｎ：０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及
びその他の不純物を含み、合金元素が下記関係式１及び２を満たし、微細組織は９０％以
上のマルテンサイト及び焼戻しマルテンサイトのうち１種又は２種と、１０％以下の残留
オーステナイトを含む、部材。
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３　（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
【請求項１０】
　前記部材は、１４００ＭＰａ以上の降伏強度及び１８００ＭＰａ以上の引張強度を有す
るものである、請求項９に記載の部材。
【請求項１１】
　前記部材は、２０，０００以上の引張強度×伸び値を有するものである、請求項９に記
載の部材。
【請求項１２】
　重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下
（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０％を含む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含
む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ
：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のう
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ち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以上、Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ
：０．００５％以下（０％を除く）、Ｎ：０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及
びその他の不純物を含み、合金元素が下記関係式１及び２を満たす鋼スラブを１１５０～
１３００℃の温度範囲に加熱する段階と、
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
　前記加熱されたスラブをＡｒ３温度以上で粗圧延及び仕上げ圧延を含む熱間圧延を行っ
て熱延鋼板を得る段階と、
　前記熱延鋼板をランアウトテーブルで冷却して５５０～７５０℃の温度で巻き取る段階
と、
　前記熱延鋼板を溶接して鋼管を得る段階と、
　前記鋼管を焼鈍熱処理及び引き抜く段階と、
　前記引き抜かれた鋼管を熱間成形して部材を得る段階と、
　前記部材を焼入れ処理するか、又は、焼入れ及び焼戻し処理する段階と、を含む、部材
の製造方法。
【請求項１３】
　前記鋼管の焼鈍熱処理は、Ａｃ１－５０℃～Ａｃ３＋１５０℃の温度で３～６０分間行
われるものである、請求項１２に記載の部材の製造方法。
【請求項１４】
　前記焼入れ処理時の冷却速度が１０～７０℃／ｓｅｃである、請求項１２に記載の部材
の製造方法。
【請求項１５】
　前記焼戻し処理は、１７０～２５０℃の焼戻し温度で６００～３６００秒間維持して行
われる、請求項１２に記載の部材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車部品素材などに使用される高強度熱延鋼板、これを用いた鋼管、及び
部材とその製造方法に関するもので、より詳細には、２０，０００ＭＰａ％以上の引張強
度×伸び値を有し、外部からの水素浸透への抵抗性に優れ、かつ、熱処理後に超高強度を
示す超高強度熱延鋼板、これを用いた鋼管、及び部材とその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車衝突安全規制の強化及び燃費の向上を満たすために、自動車部品の軽量高強度化
が継続的に進んでいる。一般的に、自動車部品素材の強度を高めると、延性又は伸びが低
くなる傾向にある。一方、強度－延性をともに確保するために様々な研究がなされてきて
おり、多くの場合は冷間成形により製造される自動車車体部品に集中している。特に、車
体部品の高強度－高延性を確保するために残留オーステナイトの変形誘起マルテンサイト
変態を用いる技術が一般的であるが、これは、鋼板の最終組織中に一定分率以上の残留オ
ーステナイトを有する鋼板を冷間成形することにより高強度を確保するものである。
【０００３】
　具体的な製造方法、オーステンパリング（Ａｕｓｔｅｍｐｅｒｉｎｇ）若しくはＱ＆Ｐ
（Ｑｕｅｎｃｈｉｎｇ　ａｎｄ　Ｐａｒｔｉｔｉｏｎ）に対する技術的な説明は、特許文
献１で詳細に述べられている。オーステンパリング熱処理の製造方法は、低炭素鋼にＳｉ
、Ａｌ、及びＭｎを多量添加して連続焼鈍時にオーステナイトを形成した後、冷却過程で
ベイナイト温度に一定に保つことで、セメンタイトの析出を抑制し、鋼中の炭素をオース
テナイトへ濃化させて常温でオーステナイトを残留させる方法である。また、Ｑ＆Ｐ熱処
理方法は、鋼を連続焼鈍した後、クエンチングしてマルテンサイト生成温度以下の温度（
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Ｑｕｅｎｃｈｉｎｇ　Ｔｅｍｐｅａｒｔｕｒｅ）に冷却し、さらに温度を上げるか、又は
、ＱＴ温度で維持してラス（ｌａｔｈ）マルテンサイトから炭素がオーステナイトへと再
分配されるようにすることで、常温でラスマルテンサイトの間にオーステナイトを残留さ
せる方法である。マルテンサイト中に炭素を再分配させるためには、相対的に高温に上げ
るか、又は、高温で維持するべきである。
【０００４】
　一方、特許文献２では、高強度－高延性を確保するために高温に加熱した後、Ａ１～Ａ
ｒ３範囲まで冷却してオーステナイト－フェライト変態させることで一定分率のフェライ
ト相を確保し、未変態オーステナイトをＭｓ～Ｍｆ温度でクエンチング、及び、Ｍｓ～Ｍ
ｆ温度で維持して炭素再分配を誘導して３～２５％残留オーステナイトを確保する方法を
提示している。但し、最終微細組織にフェライト相を導入することで１５％水準の伸び及
び９００～１２００ＭＰａ水準の引張強度を確保することができると提示されていること
から、類似の水準の伸びを確保するとともに、１８００ＭＰａ以上の超高強度を確保する
には制約があると考えられる。
【０００５】
　したがって、これらの特許文献で提案されている鋼板及び鋼部品の製造工程の検討から
、クエンチング－テンパリング熱処理によって鋼板又は部品の引張強度が１８００ＭＰａ
以上を有しながら、２０，０００ＭＰａ％以上の引張強度×伸び値、及び腐食環境のよう
な外部からの水素浸透への抵抗性に優れた熱延鋼板、熱延酸洗鋼板、その鋼管、及びその
製造方法に対する提案はなされてない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】韓国公開特許第２０１４－００２１１６５号公報
【特許文献２】韓国公開特許第２０１４－００８０９３２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の好ましい一側面は、２０，０００ＭＰａ％以上の引張強度×伸び値を有し、外
部からの水素浸透への抵抗性に優れ、かつ、熱処理後に超高強度を示す熱延鋼板を提供す
ることである。
【０００８】
　本発明の好ましい他の一側面は、２０，０００ＭＰａ％以上の引張強度×伸び値を有し
、外部からの水素浸透への抵抗性に優れ、かつ、熱処理後に超高強度を示す熱延鋼板の製
造方法を提供することである。
【０００９】
　本発明の好ましいさらに他の一側面は、２０，０００ＭＰａ％以上の引張強度×伸び値
を有し、外部からの水素浸透への抵抗性に優れ、かつ、熱処理後に超高強度を示す熱延鋼
板を用いて製造された鋼管を提供することである。
【００１０】
　本発明の好ましいさらに他の一側面は、２０，０００ＭＰａ％以上の引張強度×伸び値
を有し、外部からの水素浸透への抵抗性に優れ、かつ、熱処理後に超高強度を示す熱延鋼
板を用いて鋼管を製造する方法を提供することである。
【００１１】
　本発明の好ましいさらに他の一側面は、２０，０００ＭＰａ％以上の引張強度×伸び値
を有し、外部からの水素浸透への抵抗性に優れ、かつ、熱処理後に超高強度を示す熱延鋼
板を用いて製造された鋼管を用いた部材を提供することである。
【００１２】
　本発明の好ましいさらに他の一側面は、２０，０００ＭＰａ％以上の引張強度×伸び値
を有し、外部からの水素浸透への抵抗性に優れ、かつ、熱処理後に超高強度を示す熱延鋼
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板を用いて製造された鋼管を用いて部材を製造する方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明の好ましい一側面によると、重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、Ｍｎ：０．
７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０％を含む）
、Ｓ：０．００４％以下（０％を含む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｃｒ：
０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０．９～１．
５％とＣｕ：０．９～１．５％のうち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以上、Ｔｉ：
０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ：０．００５％以下（０％を除く）、Ｎ：０．００６
％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及びその他の不純物を含み、合金元素が下記関係式１及
び２を満たし、微細組織は、体積％で、７～３０％のフェライト及び７０～９３％のパー
ライトを含む超高強度熱延鋼板が提供される。
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
【００１４】
　本発明の好ましい他の一側面によると、重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、Ｍｎ：
０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０％を含
む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｃ
ｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０．９～
１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のうち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以上、Ｔ
ｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ：０．００５％以下（０％を除く）、Ｎ：０．０
０６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及びその他の不純物を含み、合金元素が下記関係式
１及び２を満たす鋼スラブを１１５０～１３００℃の温度範囲に加熱する段階と、
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
　上記加熱されたスラブをＡｒ３温度以上で粗圧延及び仕上げ圧延を含む熱間圧延を行っ
て熱延鋼板を得る段階と、
　上記熱延鋼板をランアウトテーブルで冷却して５５０～７５０℃の温度で巻き取る段階
と、を含む超高強度熱延鋼板の製造方法が提供される。
【００１５】
　上記超高強度熱延鋼板の製造方法は、上記熱延鋼板を酸洗処理して熱延酸洗鋼板を得る
段階をさらに含むことができる。
【００１６】
　本発明の好ましいさらに他の一側面によると、重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、
Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０
％を含む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く
）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０
．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のうち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以
上、Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ：０．００５％以下（０％を除く）、Ｎ：
０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及びその他の不純物を含み、合金元素が下記
関係式１及び２を満たし、微細組織は、体積％で、７～６０％のフェライト及び４０～９
３％のパーライトを含む鋼管が提供される。
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
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【００１７】
　本発明の好ましいさらに他の一側面によると、重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、
Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０
％を含む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く
）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０
．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のうち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以
上、Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ：０．００５％以下（０％を除く）、Ｎ：
０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及びその他の不純物を含み、合金元素が下記
関係式１及び２を満たす鋼スラブを１１５０～１３００℃の温度範囲に加熱する段階と、
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
　上記加熱されたスラブをＡｒ３温度以上で粗圧延及び仕上げ圧延を含む熱間圧延を行っ
て熱延鋼板を得る段階と、
　上記熱延鋼板をランアウトテーブルで冷却して５５０～７５０℃の温度で巻き取る段階
と、
　上記熱延鋼板を溶接して鋼管を得る段階と、
　上記鋼管を焼鈍熱処理する段階と、を含む鋼管の製造方法が提供される。
【００１８】
　上記鋼管の製造方法は、焼鈍熱処理段階の後に引き抜く段階をさらに含むことができる
。
【００１９】
　本発明の好ましいさらに他の一側面によると、重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、
Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０
％を含む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く
）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０
．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のうち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以
上、Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ：０．００５％以下（０％を除く）、Ｎ：
０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及びその他の不純物を含み、合金元素が下記
関係式１及び２を満たし、微細組織は、９０％以上のマルテンサイト及び焼戻しマルテン
サイトのうち１種又は２種と、１０％以下の残留オーステナイトを含む、部材が提供され
る。
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
【００２０】
　本発明の好ましいさらに他の一側面によると、重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、
Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以下（０
％を含む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く
）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ：０．３％以下（０％を除く）、Ｎｉ：０
．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のうち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以
上、Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ：０．００５％以下（０％を除く）、Ｎ：
０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及びその他の不純物を含み、合金元素が下記
関係式１及び２を満たす鋼スラブを１１５０～１３００℃の温度範囲に加熱する段階と、
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
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　上記加熱されたスラブをＡｒ３温度以上で粗圧延及び仕上げ圧延を含む熱間圧延を行っ
て熱延鋼板を得る段階と、
　上記熱延鋼板をランアウトテーブルで冷却して５５０～７５０℃の温度で巻き取る段階
と、
　上記熱延鋼板を溶接して鋼管を得る段階と、
　上記鋼管を焼鈍熱処理及び引き抜く段階と、
　上記引き抜かれた鋼管を熱間成形して部材を得る段階と、
　上記部材を焼入れ処理するか、又は、焼入れ及び焼戻し処理する段階と、を含む、部材
の製造方法が提供される。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の好ましい一側面によると、加熱－クエンチング－テンパリング熱処理後に２０
，０００以上の引張強度×伸び値を有しながら、腐食環境における水素浸透への抵抗性に
優れた鋼板及び鋼管を製造することができる。さらに、鋼管部品のｉｎ－ｓｅｒｖｉｃｅ
過程においても、外部から侵入する可能性がある水素浸透への抑制効果を発揮することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】実施例の発明材（１－５）及び比較材（１及び２）の引張曲線である。
【図２】実施例の発明材（１）の光学顕微鏡組織写真である。
【図３】実施例の発明材（２）の光学顕微鏡組織写真である。
【図４】実施例の比較材（１）の光学顕微鏡組織写真である。
【図５】実施例の比較材（２）の光学顕微鏡組織写真である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明について説明する。
【００２４】
　先ず、本発明の好ましい一側面による超高強度熱延鋼板について説明する。
【００２５】
　本発明の好ましい一側面による超高強度熱延鋼板は、重量％で、Ｃ：０．４０～０．６
０％、Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下（０％を除く）、Ｐ：０．０３％以
下（０％を含む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含む）、Ａｌ：０．０４％以下（０％
を除く）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ：０．３％以下（０％を除く）、Ｎ
ｉ：０．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のうち１種又は２種、Ｃｕ＋Ｎｉ：１．
１％以上、Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ：０．００５％以下（０％を除く）
、Ｎ：０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及びその他の不純物を含み、これらの
合金元素が下記関係式１及び２を満たす。
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
【００２６】
　Ｃ：０．４０～０．６０重量％（以下、「％」ともいう）
　上記炭素（Ｃ）は、鋼の強度を高めるのに効果的な元素であり、焼入れ熱処理後に強度
を増加させる。その含量が０．４０％未満であると、焼戻し熱処理後に１８００Ｍｐａ以
上の十分な強度を確保しにくくなる。一方、０．６０％を超えると、過度な硬度を有する
マルテンサイトが形成されて鋼板素材又は鋼管部品の亀裂が発生し、疲労耐久性を劣化さ
せるおそれがある。よって、炭素（Ｃ）含量は０．４０～０．６０％に制限することが好
ましい。
【００２７】
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　Ｍｎ：０．７～１．５％
　上記マンガン（Ｍｎ）は、鋼の強度を高めるのに必須の元素であり、鋼の焼入れ熱処理
後に強度を増加させる。その含量が０．７％未満であると、焼戻し熱処理後に１８００Ｍ
ｐａ以上の十分な強度を確保しにくくなる。一方、１．５％を超えると、連鋳スラブ及び
熱延鋼板の内部及び／又は外部に偏析帯を形成させ、鋼管造管において高い頻度の加工不
良を招くおそれがある。さらに、過度な焼戻し熱処理の後、強度の増加を招く疲労耐久性
を劣化させるおそれもある。よって、マンガン（Ｍｎ）含量は０．７～１．５％に制限す
ることが好ましい。
【００２８】
　Ｓｉ：０．３％以下（０％を除く）
　上記ケイ素（Ｓｉ）は、強度又は延性を向上させるために添加する元素であり、熱延鋼
板及び熱延酸洗鋼板の表面スケール性に問題のない範囲で添加される。その含量が０．３
％以上を超えると、シリコン酸化物を生成して表面欠陥を発生させ、酸洗による除去が容
易ではないため、その含量は０．３％以下（０％を除く）に制限する。
【００２９】
　Ｐ：０．０３％以下（０％を含む）
　上記リン（Ｐ）は、オーステナイト結晶粒界及び／又は相間粒界に偏析されて脆性を誘
発するおそれがある。そのため、リン（Ｐ）の含量はできるだけ低く維持し、その上限は
０．０３％に制限する。好ましいリン（Ｐ）の含量は０．０２％以下である。本発明では
、クエンチング時に鋼のクエンチングクラックの発生位置でＰ含量よりはＳ元素の存在を
確認したため、管理の厳格性が相対的に低いが、パイプ引抜製造過程でスケール除去のた
めに行われるパイプリン酸塩（Ｈ３ＰＯ４）処理の後、不適正な酸洗処理時に残存するＰ
元素に起因して鋼管内壁に欠陥を誘発することもあるため、Ｐ元素の含量は低く抑えるこ
とが好ましい。
【００３０】
　Ｓ：０．００４％以下（０％を含む）
　上記硫黄（Ｓ）は、鋼中にＭｎＳ非金属介在物又は連鋳凝固中に偏析して高温クラック
を誘発するおそれがある。また、熱処理鋼板又は鋼管の衝撃靭性を劣化させるおそれがあ
るため、できるだけ低く抑える必要がある。よって、本発明において硫黄（Ｓ）含量はで
きるだけ低く維持し、その上限は０．００４％に制限することが好ましい。
【００３１】
　Ａｌ：０．０４％以下（０％を除く）
　上記アルミニウム（Ａｌ）は、脱酸剤として添加される元素である。一方、鋼中に窒素
（Ｎ）と反応してＡｌＮが析出されるが、薄スラブの製造時にこれらの析出物が析出する
鋳片冷却条件でスラブのクラックを誘発し、鋳片又は熱延鋼板の品質を低下させるおそれ
がある。よって、アルミニウム（Ａｌ）の含量はできるだけ低く維持し、０．０４％以下
（０％を除く）に制限する。
【００３２】
　Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）
　上記クロム（Ｃｒ）は、オーステナイトのフェライト変態を遅らせて鋼のクエンチング
熱処理時に焼入れ性を増大、及び、熱処理強度を向上させる元素である。０．３５％以上
の炭素（Ｃ）含有鋼への含量が０．３％以上を超えると、鋼の過度な焼入れ性を誘発する
おそれがあるため、その含量は０．３％以下（０％を除く）に制限する。
【００３３】
　Ｍｏ：０．３％以下（０％を除く）
　上記モリブデン（Ｍｏ）は、鋼の焼入れ性を増加させ、微細析出物を形成してオーステ
ナイトの結晶粒を微細化させることができる。また、熱処理後の鋼の強度を向上させ、靭
性を向上させるのに効果があるが、その含量が０．３％を超えると、鋼の製造コストを増
加させるおそれがあるため、その含量は０．３％以下（０％を除く）に制限する。
【００３４】
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　本発明では、ＮｉとＣｕのうち１種又は２種が含有される。
【００３５】
　Ｎｉ：０．９～１．５％
　上記ニッケル（Ｎｉ）は、鋼の焼入れ性及び靭性をともに増加させる元素である。一方
、本発明において基本成分にニッケル（Ｎｉ）含量を増加させた鋼板又は鋼管の熱処理後
に引張物性を評価した場合、熱処理後の鋼の強度がＮｉ含量の増加に伴って減少するが、
これは、ニッケル（Ｎｉ）元素がマルテンサイト中に導入された転位の移動を促進するた
めであると考えられる。その含量が０．９％未満であると、２０，０００以上の強度－伸
びバランス及び腐食環境における水素浸透への抵抗性をともに確保しにくく、その含量が
１．５％を超えると、上記のような利点にもかかわらず、鋼板の製造コストを急激に増加
させ、さらに、鋼管製造のための溶接性を劣化させるおそれがある。よって、上記ニッケ
ル（Ｎｉ）含量は０．９～１．５％に制限する。
【００３６】
　Ｃｕ：０．９～１．５％
　上記銅（Ｃｕ）は、鋼の耐食性を増加させ、熱処理後のクエンチング（焼入れ）及びク
エンチング（焼入れ）－テンパリング強度を効果的に増加させることができる合金元素で
ある。その含量が０．９％未満であると、２０，０００以上の強度－伸びバランスを満た
しにくくなる。一方、その含量が１．５％を超えると、熱延鋼板に亀裂を発生させて鋼板
の製造実収率を低下させるか、又は、熱処理後の強度を急激に増加させて亀裂を発生させ
るか、若しくは、熱処理後の強度を急激に増加させて靭性を低下させることができる。
　よって、上記銅（Ｃｕ）含量は、０．９～１．５％に制限する。
　一方、銅（Ｃｕ）元素自体は、スラブ又は熱延鋼板の表面亀裂を発生させるおそれがあ
るため、単独で使用するよりは、ニッケル（Ｎｉ）元素とともに使用することが好ましい
。
【００３７】
　Ｃｕ＋Ｎｉ：１．１％以上
　上記Ｃｕ＋Ｎｉの含量の合計は、鋼板及びパイプ部品の２０，０００以上の強度－伸び
バランス及び腐食環境における水素浸透への抵抗性をともに確保するのに重要である。
　本発明では、０．６５以上の炭素当量（Ｃｅｑ）を有する炭素鋼にＣｕ＋Ｎｉの含量の
合計を１．１％未満で添加する場合には、上記効果をともに確保しにくくなるため、Ｃｕ
＋Ｎｉの含量の合計を１．１％以上に設定する。
【００３８】
　Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）
　上記チタニウム（Ｔｉ）は、熱延鋼板中に析出物（ＴｉＣ、ＴｉＣＮ、ＴｉＮｂＣＮ）
を形成する元素であり、オーステナイト結晶粒の成長を抑制して熱延鋼板の強度を増加さ
せる。その含量が０．０４％を超えると、クエンチング－テンパリング熱処理された鋼の
強度を増加させ、ＴｉＮ界面に拡散性水素を捕集するのに効果的であるが、熱延鋼板中に
微細析出物ではなく、粗大な晶出物の形態で存在する場合には、靭性を悪化させるか、又
は、疲労クラックの発生起点として作用して熱処理鋼板又は鋼管部品の疲労耐久性を減少
させるおそれがある。よって、上記チタニウム（Ｔｉ）含量は０．０４％以下に制限する
。
【００３９】
　Ｂ：０．００５％以下（０％を除く）
　上記ボロン（Ｂ）は、低含量であっても鋼の硬化能を非常に増加させる有益な元素であ
る。適正な含量が添加されると、フェライトの形成を抑制して硬化能増大に効果的である
が、過度に多く含有されると、オーステナイト再結晶温度を上昇させ、溶接性を悪化させ
る。ボロン（Ｂ）の含量が０．００５％を超えると、上記効果が飽和するか、又は、適切
な強度及び靭性を確保しにくくなる。よって、その含量を０．００５％以下に制限する。
より好ましくは、その含量を０．００３％ともにすることが熱処理鋼の強度及び靭性をと
もに確保するのに効果的である。
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【００４０】
　Ｎ：０．００６％以下（０％を除く）
　上記窒素（Ｎ）は、オーステナイトの安定化及び窒化物形成のための元素である。窒素
（Ｎ）の含量が０．００６％を超えると、粗大なＡｌＮ窒化物を形成して熱処理鋼板又は
鋼管部品の疲労耐久性を評価するとき、疲労クラック生成起点として作用して疲労耐久性
を劣化させるおそれがある。また、ボロン（Ｂ）元素が共に添加される場合には、有効ボ
ロン（Ｂ）の含量を増加させるために、できるだけ窒素（Ｎ）含量は低く抑える必要があ
る。よって、上記窒素（Ｎ）含量は０．００６％以下に制限する。
【００４１】
　上記ＭｎとＳｉは、下記関係式１を満たす。
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３
【００４２】
　上記Ｍｎ／Ｓｉ比は、鋼管の溶接部品質を決定する重要なパラメータである。Ｍｎ／Ｓ
ｉ比が３未満であると、相対的にＳｉ含量が高く、溶接部の溶融金属中にシリコン酸化物
を形成して強制的に排出させないと、溶接部に欠陥を形成して鋼管造管の不良を招くおそ
れがあるため、Ｍｎ／Ｓｉ比は３以上に制限することが好ましい。
【００４３】
　上記ＮｉとＳｉは、下記関係式２を満たす。
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１
【００４４】
　上記Ｎｉ／Ｓｉ比は、鋼のクエンチング熱処理によるクエンチング強度、又は、クエン
チング－テンパリング熱処理によるテンパリング強度に影響を及ぼす重要なパラメータで
ある。本発明では、シリコン（Ｓｉ）元素よりは、ニッケル（Ｎｉ）元素の含量を相対的
に多く添加することを特徴とする。Ｎｉ／Ｓｉ比が１未満であると、鋼にシリコン（Ｓｉ
）の含量が相対的に高く、熱延鋼板の強度が相対的に大きいため、熱間圧延に対する素材
の変形抵抗性が増加し、例えば、３ｍｍ未満の薄物厚さの熱延鋼板を製造しにくくなる。
一方、Ｎｉ／Ｓｉ比が１以上であると、Ｎｉ含量が相対的に高く、熱延鋼板の強度が相対
的に小さく、クエンチング強度及びクエンチング－テンパリング強度が相対的に小さいた
め、熱延鋼板又はパイプ部品の伸びを増加させるのに有利な側面があり、クエンチング－
テンパリング熱処理によるテンパードマルテンサイト組織相内部に残存する残留オーステ
ナイトの分率が相対的に小さいため、オーステナイト／素地鉄界面に捕集する拡散性水素
の含量は相対的に小さいが、熱処理鋼板又は鋼管部品の内部に浸透する水素の量を相対的
に高く遮断することができるため、水素浸透への抵抗性は優れると考えられる。また、テ
ンパードマルテンサイトにおける残留オーステナイト含量の増加は、鋼の耐久性を減少さ
せる一要因になり得る。よって、Ｎｉ／Ｓｉ比は１以上に制限する。
【００４５】
　本発明では、上記した成分以外の残りは、Ｆｅ及びその他の不純物で組成される。
【００４６】
　本発明の好ましい一側面による超高強度熱延鋼板は、体積％で、７～３０％のフェライ
ト及び７０～９３％のパーライトを含む微細組織を有する。
【００４７】
　上記フェライトの分率が７％未満であると、パーライト含量が増加して強度が高くなる
ため、例えば、３ｍｍ以下の厚さを有する薄物鋼板の製造が難しくなるおそれがある。よ
って、上記フェライトの分率は７％以上に限定することが好ましい。好ましいフェライト
の分率は１０～３０％である。
　上記熱延鋼板は、２～７ｍｍの厚さを有することができる。
【００４８】
　上記熱延鋼板は、６００～１０００Ｍｐａの引張強度を有することができる。
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【００４９】
　以下、本発明の好ましい一側面による超高強度熱延鋼板の製造方法について説明する。
【００５０】
　本発明の好ましい一側面による超高強度熱延鋼板の製造方法は、重量％で、Ｃ：０．４
０～０．６０％、Ｍｎ：０．７～１．５％、Ｓｉ：０．３％以下（０％を除く）、Ｐ：０
．０３％以下（０％を含む）、Ｓ：０．００４％以下（０％を含む）、Ａｌ：０．０４％
以下（０％を除く）、Ｃｒ：０．３％以下（０％を除く）、Ｍｏ：０．３％以下（０％を
除く）、Ｎｉ：０．９～１．５％とＣｕ：０．９～１．５％のうち１種又は２種、Ｃｕ＋
Ｎｉ：１．１％以上、Ｔｉ：０．０４％以下（０％を除く）、Ｂ：０．００５％以下（０
％を除く）、Ｎ：０．００６％以下（０％を除く）、残部Ｆｅ及びその他の不純物を含み
、これらの合金元素が下記関係式１及び２を満たす鋼スラブを１１５０～１３００℃の温
度範囲に加熱する段階と、
　［関係式１］
　（Ｍｎ／Ｓｉ）≧３（重量比）
　［関係式２］
　（Ｎｉ／Ｓｉ）≧１（重量比）
　上記加熱されたスラブをＡｒ３温度以上で粗圧延及び仕上げ圧延を含む熱間圧延を行っ
て熱延鋼板を得る段階と、
　上記熱延鋼板をランアウトテーブルで冷却して５５０～７５０℃の温度で巻き取る段階
と、を含む。
【００５１】
　鋼スラブの加熱段階
　上記のように組成される鋼スラブを１１５０～１３００℃の温度範囲に加熱する。
　上記鋼スラブを１１５０～１３００℃の温度範囲に加熱するのは、スラブ内に均一な組
織及び成分分布を有するようにするためであり、スラブ加熱温度が１１５０℃未満と低い
と、連鋳スラブに形成された析出物が未固溶及び成分均一性を確保することが難しい。一
方、スラブ加熱温度が１３００℃以上と高いと、脱炭深さの過度な増加及び結晶粒成長が
発生するため、熱延鋼板の目標材質及び表面品質を確保しにくくなる。よって、スラブ加
熱温度は１１５０～１３００℃の範囲に制限する。
【００５２】
　熱延鋼板を得る段階
　上記加熱されたスラブをＡｒ３温度以上で粗圧延及び仕上げ圧延を含む熱間圧延を行っ
て熱延鋼板を得る。
【００５３】
　上記熱間圧延は、Ａｒ３以上で熱間仕上げ圧延することが好ましい。上記熱間圧延がＡ
ｒ３未満の温度で行われると、オーステナイト中の一部がフェライト変態して熱間圧延に
対する素材の変形抵抗性が不均一になり、鋼板の直進性を含む通板性が悪くなって板破断
などの操業不良が発生する可能性が高くなる。特に、仕上げ圧延温度が９５０℃を超える
と、スケール欠陥などが発生するため、仕上げ圧延温度は９５０℃以下に制限することが
好ましい。
【００５４】
　巻取り段階
　上記のように熱間圧延により得られた熱延鋼板をランアウトテーブルで冷却して５５０
～７５０℃の温度で巻き取る。
【００５５】
　上記熱間圧延後にランアウトテーブルで冷却し、５５０～７５０℃の温度範囲で巻き取
るのは、熱延鋼板の均一材質を確保するためであり、巻取り温度が５５０℃未満と過度に
低いと、鋼板の幅方向エッジ部にベイナイト又はマルテンサイトのような低温変態相が導
入され、鋼板の強度が急激に高くなるおそれがあり、幅方向に熱延強度の偏差が増加する
ようになる。
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【００５６】
　一方、巻取り温度が７５０℃を超えると、鋼板の表層部での内部酸化が助長されるが、
熱延酸洗後に表面にクラックのような表面傷又は表面凸凹が発生するおそれがある。また
、パーライトの粗大化によって鋼板の表面硬度偏差が誘発されるおそれがある。よって、
熱延鋼板の冷却後の巻取り温度は５５０～７５０℃の温度範囲に制限する。
【００５７】
　本発明では、上記のように製造された熱延鋼板を更に酸洗処理して熱延酸洗鋼板に製造
することもできる。酸洗処理方法は、一般的に熱延酸洗工程で使用される酸洗処理方法で
あれば、いずれの方法でも可能であるため、特定の方法に限らない。
【００５８】
　本発明の好ましい一側面による超高強度熱延鋼板の製造方法によると、体積％で、７～
３０％のフェライト及び７０～９３％のパーライトを含む微細組織を有する熱延鋼板を製
造することができる。
【００５９】
　上記熱延鋼板は、２～７ｍｍの厚さを有することができる。
【００６０】
　上記熱延鋼板は、６００～１０００Ｍｐａの引張強度を有することができる。
【００６１】
　以下、本発明の好ましいさらに他の一側面による鋼管及びその製造方法について説明す
る。
【００６２】
　本発明の好ましいさらに他の一側面による鋼管は、上記した本発明の熱延鋼板を用いて
製造されるものであって、上記した本発明の熱延鋼板の合金組成、及び、体積％で７～６
０％のフェライト及び４０～９３％のパーライトを含む微細組織を有する。上記フェライ
ト分率が７％未満であると、パーライト面積分率が過度に高く、鋼管の冷間引抜による縮
径が難しくなって真円度の確保が難しくなり得る。一方、フェライト分率が６０％を超え
ると、高い焼鈍温度の適用によって球状のＦｅ３Ｃ相が不均一に成長するおそれがある。
この場合、後続冷間引抜による縮径過程で不均一な粗大Ｆｅ３Ｃ相の界面に沿ってクラッ
クに伝播され得るクラックサイトとして作用するおそれがある。よって、上記フェライト
は７～６０％であることが好ましく、より好ましいフェライトの分率は２０～６０％であ
る。
【００６３】
　本発明の好ましいさらに他の一側面による鋼管の製造方法は、上記した本発明の熱延鋼
板の製造方法により製造された熱延鋼板を用いて鋼管を製造する方法であって、上記した
本発明の熱延鋼板の製造方法により製造された熱延鋼板を溶接して鋼管を得る段階と、上
記鋼管を焼鈍熱処理する段階と、を含む。
【００６４】
　鋼管を得る段階
　上記した本発明の熱延鋼板の製造方法により製造された熱延鋼板を溶接して鋼管を得る
。
【００６５】
　上記熱延鋼板又は熱延酸洗鋼板を用いて、例えば、電気抵抗溶接などにより造管して鋼
管を得る。
【００６６】
　鋼管の焼鈍熱処理段階
　上記のように造管して得られた鋼管を焼鈍熱処理する。
【００６７】
　本発明では、焼鈍熱処理された鋼管を引き抜く段階をさらに含むことができる。鋼管を
冷間引抜することで、鋼管の口径を縮小させることができる。上記引抜法としては、冷間
引抜法が挙げられる。
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【００６８】
　本発明では、上記熱延鋼板又は熱延酸洗鋼板を用いて、例えば、電気抵抗溶接などによ
り鋼管を造管、焼鈍加熱及び冷間引抜する過程を含む通常の冷間成形方法を用いて小口径
鋼管を製造することができる。
【００６９】
　上記鋼管の焼鈍熱処理は、Ａｃ１－５０℃～Ａｃ３＋１５０℃の温度で３～６０分間行
うことが好ましい。上記焼鈍熱処理は炉冷及び空冷を含むことができる。
【００７０】
　以下、本発明の好ましいさらに他の一側面による部材及びその製造方法について説明す
る。
【００７１】
　本発明の好ましいさらに他の一側面による部材は、上記した本発明の鋼管を用いて製造
されるものであって、上記した本発明の鋼管の合金組成を有し、９０％以上のマルテンサ
イト及び焼戻しマルテンサイトのうち１種又は２種と、１０％以下の残留オーステナイト
を含む微細組織を有する。
【００７２】
　上記マルテンサイト及び焼戻しマルテンサイトの分率が９０％未満であると、目標とす
る１４００ＭＰａ以上の降伏強度又は１８００ＭＰａ以上の引張強度を確保しにくいとい
う問題がある。上記残留オーステナイトの含量が１０％を超えると、疲労クラックサイト
として作用して疲労耐久性を低下させるおそれがある。
【００７３】
　本発明による部材は、２０，０００ＭＰａ％以上の引張強度×伸び値を有しながら、腐
食環境のような外部からの水素浸透への抵抗性に優れ、かつ、熱処理後に超高強度を有す
る。
【００７４】
　上記部材は、１４００ＭＰａ以上の降伏強度及び１８００ＭＰａ以上の引張強度を有す
ることができる。
【００７５】
　本発明の好ましいさらに他の一側面による部材の製造方法は、上記した本発明の鋼管の
製造方法により得られた鋼管を焼鈍熱処理及び引き抜く段階と、
　上記引き抜かれた鋼管を熱間成形して部材を得る段階と、
　上記部材を焼入れ処理するか、又は、焼入れ及び焼戻し処理する段階と、を含む。
【００７６】
　部材を得る段階
　上記引き抜かれた鋼管を熱間成形して部材を得る。
【００７７】
　上記部材は、例えば、特定の長さの鋼管を９００～９８０℃の温度範囲に加熱して６０
～１０００秒以内に等温維持した後、抽出して金型などを用いて熱間成形することで得ら
れる。
【００７８】
　鋼管を９００～９８０℃の温度範囲に加熱するのは、鋼管部品の微細組織をオーステナ
イト化し、成分を均一にするためであり、鋼管の加熱温度が９００℃未満であると、熱延
成形及びクエンチング熱処理する過程で温度が大きく低下し、鋼管表面にフェライトが形
成されて、十分な熱処理後の強度を確保しにくくなる。一方、９８０℃を超えると、鋼管
のオーステナイト結晶粒の大きさが増加するか、又は、鋼管の内／外壁に脱炭が発生し、
最終部品の疲労強度が低下するおそれがある。さらに、上記温度以上に加熱すると、最終
部品の熱処理後の目標強度を確保しにくくなる。よって、鋼管の加熱温度は９００～９８
０℃の温度範囲に制限することが好ましい。
【００７９】
　また、上記十分な熱処理強度を確保し、脱炭が発生しないようにするためには、６０～
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１０００ｓｅｃの時間範囲で加熱熱処理する。
【００８０】
　加熱（維持）時間が６０ｓｅｃ未満であると、均一な成分分布及び組織を確保しにくく
、１０００ｓｅｃを超えて加熱及び維持する場合には、結晶粒成長や脱炭を防止しにくく
なる。よって、加熱温度で維持する時間は、６０～１０００ｓｅｃの範囲に制限すること
が好ましい。
【００８１】
　部材の焼入れ処理段階、又は、焼入れ及び焼戻し処理する段階
　上記のように熱間成形により得られた部材を焼入れ処理するか、又は、焼入れ及び焼戻
し処理する。
【００８２】
　焼入れ処理時の加熱温度は９００～９８０℃であることができる。
【００８３】
　上記焼入れ処理では、熱間成形された部材を、例えば、オイル冷媒に直接浸けて油冷を
行い、マルテンサイト相組織を形成させるために２００℃以下に冷却することができる。
【００８４】
　一方、水冷媒に直接浸けて水冷を行ってマルテンサイト相組織を形成するために２００
℃以下に冷却することができるが、この場合には、部材に混入されている水素が水冷時に
導入された過度な転位などの欠陥に捕集し、部材のテンパリング時にも完全に部材の外部
に放出されないという問題がある。この場合に、部材の疲労耐久性が低下する原因として
作用するおそれがある。よって、本発明鋼の部材の焼入れ処理段階は、水冷後に一定時間
以上の自然時効が必要となるため、油冷が好ましい。
【００８５】
　上記のように熱間成形により得られた部材を、水＋オイル又はオイル冷媒を使用して焼
入れ熱処理するが、これは、熱間成形部材（部品）の組織がマルテンサイト相を有するよ
うにするためであり、熱間成形部品をオイル冷媒に浸けて部材（部品）の温度が２００℃
以下になるようにクエンチング（急速冷却）する。このとき、冷却速度は、例えば、Ｍｓ
（マルテンサイト変態開始温度）～Ｍｆ（マルテンサイト変態終了温度）の温度範囲域に
おいて１０～７０℃／ｓｅｃであることができる。
【００８６】
　Ｍｓ～Ｍｆ温度範囲域で冷却速度が１０℃／ｓｅｃ未満であると、マルテンサイト相を
形成しにくくなる。一方、冷却速度が７０℃／ｓｅｃを超えると、鋼管の内／外壁の急激
な冷却偏差による過度なマルテンサイト相の形成によって鋼管部品の形状が変わる寸法不
良又はクエンチングクラックといった部品製造不良が発生しやすくなる。特に、これは、
１８００ＭＰａ以上の熱処理後に引張物性を示す鋼板又は部材（部品）において顕著に現
れるが、上記部品の製造不良を最小化するためには、Ｍｓ～Ｍｆ温度域における部材の冷
却速度を１０～７０℃／ｓｅｃの範囲に制限することが好ましい。
【００８７】
　また、部材の熱処理後に引張強度を効率的に確保するためには、冷却速度を２０～６０
℃／ｓｅｃの範囲に制限することがさらに好ましい。一方、上記冷却速度を確保するため
にオイルの温度を常温から高温に上昇させて用いてもよい。
【００８８】
　本発明では、部材に対して上記のように焼入れ処理のみ可能であるが、上記のように焼
入れ処理の後、靭性（ｔｏｕｇｈｎｅｓｓ）を与えるために焼戻し処理してもよい。
【００８９】
　上記焼戻し処理は、焼入れ処理された部材（部品）を１７０～２５０℃の焼戻し温度で
６００～３６００秒間維持して行われることができる。
【００９０】
　上記焼戻し温度が１７０℃未満であると、２０，０００以上の引張強度×伸び値を確保
しにくくなり、焼戻し温度が２５０℃を超えると、部品素材中に粗大なセメンタイト析出
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による総伸び又は均一伸びが急激に減少し、テンパー脆性（Ｔｅｍｐｅｒ　Ｅｍｂｒｉｔ
ｔｌｅｍｅｎｔ又はＴｅｍｐｅｒｅｄ　Ｍａｒｔｅｎｓｉｔｅ　Ｅｍｂｒｉｔｔｌｅｍｅ
ｎｔ）が発生するおそれがある。よって、部材の焼戻し温度は１７０～２５０℃に限定す
ることが好ましい。
【００９１】
　また、十分な熱処理後に２０，０００以上の強度－伸びバランスを確保するためには、
１７０～２５０℃の焼戻し温度で６００～３６００秒間維持することが好ましい。
【００９２】
　上記維持時間が６００秒未満であると、クエンチング熱処理された部品のマルテンサイ
ト組織相内部に導入された転位密度に大きな変化がないため、引張強度が非常に高くなり
、３６００秒を超えると、伸びが非常に高く、熱処理後の強度を確保しにくくなる。よっ
て、焼戻し温度で維持する時間は、６００～３６００秒の範囲に制限することが好ましい
。
【００９３】
　本発明による部材の製造方法によると、２０，０００以上の引張強度×伸び値を有しな
がら、腐食環境のような外部からの水素浸透への抵抗性に優れ、かつ、熱処理後に超高強
度を有する部材を製造することができる。
【実施例】
【００９４】
　以下、実施例を通じて本発明をより詳細に説明する。
【００９５】
　下記表１及び表２のように組成される鋼を使用して、下記表３の条件で熱間圧延を行う
ことで３ｍｍ厚さの熱延鋼板を製造し、酸洗処理した。熱間圧延前に製造されたスラブは
、１２００±２０℃の温度範囲で２００分間加熱して均質化処理し、続いて個別スラブを
粗圧延及び仕上げ圧延して６００～７００℃の温度で巻き取ることで３ｍｍ厚さの熱延鋼
板を製造した。
【００９６】
　下記表１及び表２において、発明鋼（１～５）は関係式（１）及び（２）を満たし、Ｃ
ｕ＋Ｎｉの合計は１．１％以上である。比較鋼（１）は、関係式（１）及び（２）を満た
しておらず、Ｃｕ＋Ｎｉの合計が１．１％未満であり、比較鋼（２）は、Ｃｕ＋Ｎｉの合
計が１．１％未満である。Ｍｓ温度は、Ｍｓ＝５３９－４２３Ｃ－３０．４Ｍｎ－１２．
１Ｃｒ－１７．７Ｎｉ－７．５Ｍｏの経験式を用いて算出した。
【００９７】
　上記のように製造された熱延鋼板に対して、微細組織、降伏強度（ＹＳ）、引張強度（
ＴＳ）、伸び（ＥＬ）、及び引張強度（ＴＳ）×伸び（ＥＬ）を測定し、その結果を下記
表３に示した。フェライト以外の微細組織はパーライトである。
【００９８】
　上記熱延鋼板を酸洗し、一部の素材は電気抵抗溶接を用いて直径２８ｍｍの鋼管を製造
し、焼鈍熱処理及び冷間引抜を行って直径２３．５ｍｍの引抜鋼管を製造した。このとき
、焼鈍温度は７２１℃であった。上記鋼管を下記表４の条件で加熱－熱間成形－焼入れ熱
処理又は加熱－熱間成形－焼入れ－焼戻し熱処理を行って部材を製造した。
【００９９】
　このとき、焼入れは９３０～９５０℃の温度に加熱し、部材の温度が２００℃以下に冷
却されて、できる限り常温まで完全に冷却されるように２００秒間オイル冷媒に浸けて冷
却して行った。
【０１００】
　上記のように製造された部材に対して、降伏強度（ＹＳ）、引張強度（ＴＳ）、伸び（
ＥＬ）、降伏比（ＹＲ）、引張強度（ＴＳ）×伸び（ＥＬ）、水素拡散時間、微細組織、
及びオーステナイト結晶粒径（ＡＧＳ）を測定し、その結果を下記表５に示した。
【０１０１】
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　熱延鋼板及び部材の機械的物性値は、ＪＩＳ　５試片を幅ｗ／４地点で圧延方向に平行
な方向に採取して測定した値である。
【０１０２】
　水素拡散係数は、３ｍｍ厚さの試片の表層を微細ポリッシングし、個別試片を３．５％
ＮａＣｌ＋少量のＮａ４ＳＣＮを添加した溶液に装入し、－１ｍＡ／ｃｍ２のカソード電
流（ｃａｔｈｏｄｉｃ　ｃｕｒｒｅｎｔ）を印加（ｃｈａｒｇｉｎｇ）して水素が試片中
に透過されるようにした後に、投入される水素の量と放出される水素の量を測定して水素
拡散時間（Ｂｒｅａｋｔｈｒｏｕｇｈ　Ｔｉｍｅ）を測定してから得られた値である。水
素拡散係数値の算出は、Ｄａｐｐ＝（厚さ）２／（１５．３×Ｂｒｅａｋｔｈｒｏｕｇｈ
　Ｔｉｍｅ）の計算式を用いた。
【０１０３】
　上記部材の微細組織は、光学顕微鏡、走査電子顕微鏡、透過電子顕微鏡、ＥＢＳＤ（Ｅ
ｌｅｃｔｒｏｎ　Ｂａｃｋ　Ｓｃａｔｔｅｒｉｎｇ　Ｄｉｆｆｒａｃｔｉｏｎ）、及びＸ
ＲＤ（Ｘ－ｒａｙ　Ｄｉｆｆｒａｃｔｏｍｅｔｅｒ）を含む定量分析装備を用いて測定し
た。
【０１０４】
　一方、発明材（１－５）及び比較材（１及び２）に対する引張曲線を図１に示した。
【０１０５】
　また、発明材（１及び２）と比較材（１及び２）の光学顕微鏡組織を観察し、その結果
を図２～図５に示した。図２は発明材（１）を示し、図３は発明材（２）を示し、図４は
比較材（１）を示し、図５は比較材（２）を示す。ここで、光学顕微鏡組織は、熱処理部
材のマルテンサイト相をピクリン酸エッチングした後に観察した光学顕微鏡組織を意味す
る。
【０１０６】
【表１】

【０１０７】

【表２】

【０１０８】
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【表３】

【０１０９】
【表４】

【０１１０】
【表５】

【０１１１】
　上記表１乃至表５に示されたように、本発明に符合される発明材（１－５）は、引張強
度×伸び値が２０，０００ＭＰａ％以上を有し、水素拡散係数値も５．８０×１０－１１

未満であることが分かる。
【０１１２】
　発明材（１－５）で水素拡散係数値が減少するが、これは、腐食初期には試片表層に存
在する極微細厚さの表面濃化層及び／又は腐食後に試片表層に形成される緻密な腐食生成
物により、腐食環境で強制的に投入される水素の熱処理部材内部への浸透が相対的に抑制
されるためであると判断される。また、発明材（１）と発明材（２）の比較から分かるよ
うに、水素浸透への抑制効果は、ニッケル（Ｎｉ）元素が銅（Ｃｕ）元素よりも効果的で
あると考えられる。
【０１１３】
　上記表５に示されたように、発明材（１－５）の残留オーステナイトの分率は、７％以
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下であり、比較材１及び２よりは低いか、類似していることが分かる。
【０１１４】
　したがって、発明例鋼種の部材で確認された水素拡散係数の低い値は試片表面でテンパ
ードマルテンサイト組織の試片内部に浸透された水素が残留オーステナイト界面に捕集す
る量が増加したというよりは、試片表層に形成されたＮｉ－Ｃｕ　ｒｉｃｈ濃化層及び／
又は緻密な腐食生成物の形成による水素浸透の抑制に起因したものと判断される。
【０１１５】
　一方、本発明から外れる比較材（１）は２０，０００ＭＰａ％以上の引張強度×伸び値
を有するが、水素拡散係数値が５．８０×１０－１１以上と大きく、比較材（２）は２０
，０００ＭＰａ％以下の引張強度×伸び値を有し、水素拡散係数値も５．８０×１０－１

１以上と大きいことが分かった。
【０１１６】
　図１に示されたように、発明材（１－５）は相対的に高い伸びを有するのに対して、比
較材（１～２）は伸びが低いか、又は、高い水素拡散係数を有するため水素浸透への抑制
効果が低く、水素脆性発生の可能性が大きいものと判断される。
【０１１７】
　図２乃至図５に示されたように、発明材（１及び２）は高いニッケル（Ｎｉ）又は銅（
Ｃｕ）含量に起因して比較材（１及び２）よりも相対的にＡＧＳが大きいか、又は、Ｃｕ
析出物によりＡＧＳ成長が抑制されて、相対的に小さいことが分かる。

【図１】 【図２】
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